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様式第１号

令和　　　年　　月　　日

質問票

（あて先）大東市長　

（応募法人）
所在地
法人名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

大東市通いの場支援事業 業務委託の公募に関して、次のとおり質問します。
質問事項
	


※記載欄が不足する場合は、次頁に記載すること。

	担当者氏名
	

	TEL
	

	FAX
	

	E‐MAIL
	





質問事項
	



様式第２号
令和　　　年　　　月　　　日
大東市通いの場支援事業　委託事業者選定に係る公募型プロポーザル
　参加表明書兼誓約書

（あて先）大　東　市　長　　

所在地

申請者　商号又は名称

代表者職氏名　 　　     　　　　　　　　　　　印

当社は、大東市通いの場支援事業の受託を希望する事業者として、次のとおり参加表明をいたします。
つきましては参加表明するにあたり、以下の項目について誓約します。
なお、当事業者が以下の項目について違反、もしくは大東市通いの場支援事業委託事業者選定に係る公募型プロポーザル実施要領の規定により提案が無効もしくは失格となっても一切の異議を申し立てません。

誓約事項
・実施要領に記載の参加資格要件を満たしていること。
・企画提案書等、提出する書類一式に記載する事項は、事実と相違ないこと。
・その他実施要領の記載内容について遵守すること。

【連絡先】
	担当者氏名

	

	所属
	

	電話
	

	ＦＡＸ

	

	Ｅ－ｍａｉｌ

	



様式第３号
法人概要及び法人実績
	ふりがな
法人名
	
	ふりがな
代表者氏名
	

	主たる事務
所の所在地
	

	設立年月日
	　　年　　月　　日
	従業員数
令和８年　月　日現在
	人

	法人の沿革
及び
実施事業等
	（下記内容を記入すること）
①法人（事業者）の理念・運営方針・構成
②福祉事業（介護予防事業含む）に関する実績
③大東市内（または他の自治体）における地域活動に関する実績
[bookmark: _GoBack]④大東市(または他の自治体)との連携の実績


	関連法人・　機関等
	



様式第４号	
役員等名簿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和８年９月１日現在）
	ふりがな
法人名
	



	役職
	ふりがな
氏　　名
	年齢
	他の法人・団体を兼任している場合

	
	
	
	法人・団体名
	[bookmark: OLE_LINK1]役職名

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	




備考　当該法人の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者を含む。）及び事業所を管理する者について記入してください。



様式第５号
業務実施に関する企画提案書

※　公募要項のⅡ．業務概要に記載された業務内容を踏まえて、記入してください。
※　業務実施に当たっての貴事業者の考え方や強み、経験などを活かした取組がどのよ
うに行われるかについて、具体的かつ簡潔にまとめて記入してください。
（記入内容に合わせて枠を調整し、用紙は６枚以内としてください）


	事業者名
	

	１．高齢者の健康課題や、介護予防事業が抱える課題を正確に把握・理解しているか。

	

	２．事業目的が明確であり、その達成目標が具体的かつ測定可能であるか。

	

	３. プログラムの内容が具体的に示されているか。また、現実性のあるスケジュールで効率的に実施可能であるか。

	

	４. プログラムに継続的な参加を促す工夫が盛り込まれているか。

	

	５. プログラムの効果測定方法が明確に示され、客観的な指標を用いて適切に測定可能か。

	

	６. 各々が地域で自立的に継続する（グループの安定運営）仕組みが示されているか。

	

	７. 参加者を区分けせず、配慮不要者～要配慮者までを含めた多様な構成体を推進していく手段が示されているか。

	

	８. 事業の推進に資する独自的かつ自主的な提案が積極的になされているか。

	

	９. デジタル機能を取り入れ、事業の効果測定や効率化に貢献するものであるか。

	

	１０. 事業で活用するデジタルに関する専門的な知見や技術が示されているか。

	

	１１. 介護予防相談会等の催しで、独自のノウハウやバリエーションを発揮し、介護予防無関心層を含む新たな参加者を獲得するための具体的施策が示されているか。

	

	１２. 介護予防事業に関する十分な経験と実績があり、本事業担うための知見を有しているか。

	

	１３.事業全体を管理・運営する組織体制が適切に構築されているか。

	

	１４. 事業に関わる多様な専門職（運動指導員・栄養士・歯科衛生士など）の確保・維持について具体的な策が示されているか。

	

	１５. 欠員や天災など不測事態が発生した際の体制や対応が具体的に示されているか。

	

	１６. 参加者の個人情報管理の管理方法が明確・適切であるか。また、個人情報保護法をはじめとする各種法令等を遵守する体制が構築されているか。

	

	１７. 潜在的なリスク（参加者の怪我、体調不良、クレームなど）に対する具体的な策は示されているか。

	

	１８. 参加者からの意見を収集する方法と、その意見を活用する仕組みはあるか。

	

	１９. 地域や関係機関との連携のための具体的な機会・手段は示されているか。

	

	２０. 地域の見守りの輪を構築するため、要配慮者を早期に確認し、必要な関係機関との連携が図れる体制が示されているか。

	

	２１. 予算内で事業全体を実施するための、現実的な単価設定が行われているか。

	

	２２. 経営面で健全で安定した運営を行う能力があるか。

	







様式第６号

令和　　　年　　月　　日

大東市通いの場支援事業 委託事業者応募書類に係る
納税証明書一式の提出について

（あて先）大東市長　

（応募法人）
所在地
法人名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印

大東市通いの場支援事業　委託事業者応募書類に係る納税証明書一式を別添のとおり提出します。　また、下記の年度の税目については該当がないことを宣誓いたします。

	応募書類➈
納税証明書
	
	R6
	R7

	
	ア　法人税
	
	

	
	イ　消費税及び地方消費税
	
	

	
	ウ　法人市民税
	
	


該当のない年度に「○」を記入して下さい。









様式第７号



令和　　年　　月　　日

応　募　辞　退　届

（あて先）大東市長

（応募法人）
所在地
法人名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　大東市通いの場支援事業 委託事業者の選定に応募申込をしましたが、応募申込を辞退します。


担当者連絡先
	氏名
	

	所属部署
	

	電話番号
	

	E-mail
	











様式第８号
共同事業体届出書兼委任状

令和　年　月　日　

大東市長　宛
	共同事業体名称

	代表構成員

	所在地

事業者名

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


	構成員１

	所在地

事業者名

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


	構成員２

	所在地

事業者名

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印




大東市通いの場支援事業委託事業者選定に係る公募型プロポーザルに参加するため、以上のとおり共同事業体を結成し、以下の権限を代表構成員に委任します。
なお、代表構成員は各構成員を取りまとめ、公募型プロポーザル参加にかかる一切の責任を負うとともに、受注者に選定された場合は、業務の遂行及びこれに伴い当共同事業体が負担する債務の履行に関し、一切の責任を負うものとします。

（委任事項）
１　公募型プロポーザルの提案参加申請に関する事項 
２　契約の締結に関する事項
３　経費の請求受領に関する事項
４　その他応募に必要な事項 
※共同事業体の構成団体の数が３者を超える場合は、本様式に準じて様式を作成してください。

様式第９号　
共同事業体協定書
　（目的）
第1条 当共同事業体は、次の業務を共同して営むことを目的とする。
(１)　大東市通いの場支援事業（以下「当事業」という。）の受託
(２)　前号に附随する事業
　（名称）
第２条　当共同事業体は、●●●共同事業体(以下、「当事業体」という。)と称する。
　（事務所の所在地）
第３条　当事業体は、事務所を●●●に置く。
　（成立の時期及び解散の時期）
第４条　当事業体は、令和●年●月●日に成立し、その存続期間は契約終了後３ヶ月を経過する日までとする。
２　当事業を請け負うことができなかったときは、当事業体は、前項の規定にかかわらず、当該委託業務に係る請負契約が締結された日に解散するものとする。
３　第１項の存続期間は、構成員全員の同意を得て、これを延長することができる。
　（構成員の住所及び名称）
第5条 当事業体の構成員は、次のとおりとする。
　　所在地　　　　　　　　　　　　　　　
　　名　称　　　　　　　　　　　　　　　

　　所在地　　　　　　　　　　　　　　　
　　名　称　　　　　　　　　　　　　　　

　　所在地　　　　　　　　　　　　　　　
　　名　称　　　　　　　　　　　　　　　
　（代表者の名称）
第６条　当事業体は、●●●を代表者とする。
　（代表者の権限）
第７条　当事業体の代表構成員は当事業の履行に関し、当事業体を代表してその権限を行うことを名義上明らかにした上で、発注者と折衝する権限並びに請負代金の見積、請求、受領及び当事業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。
　（分担業務委託料）
第８条　各構成員の支援業務の分担及び分担業務の委託料については、次条に定める運営会議で別に定めるものとする。
　（運営会議）
第９条　当事業体は、構成員全員をもって運営会議を設け、当事業体の運営に関する重要な事項について協議のうえ決定し、当事業の完成に当たるものとする。
　（構成員の責任）
第10条　各構成員は、当事業の請負契約の履行及び業務の実施に伴い当事業体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。
　（権利義務の譲渡の制限）
第11条　この協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することができない。
　（支援業務途中における構成員の脱退）
第12条　構成員は、発注者及び構成員全員の承認がなければ、当事業体が支援業務の完了後３ヶ月を経過する日までは脱退することができない。
　（支援業務途中における構成員の破産又は解散に対する措置）
第13条　構成員のうちいずれかが当事業の実施中において破産または解散した場合においては、残存構成員が共同連帯して支援業務を完了する。
　（解散後の瑕疵担保責任）
第14条　当事業体が解散した後においても、当該事業実施につき瑕疵があったときは、各構成員は共同連帯してその責を負うものとする。
　（協定書に定めのない事項）
第15条　この協定書に定めのない事項については、構成員が協議して定めるものとする。

　　●●●外●社は、上記のとおり●●●共同事業体協定を締結したので、その証拠としてこの協定書を●通作成し、各通に構成員が捺印し、各自所持するとともに、大東市へ１通を提出するものとする。

令和●年●月●日

　　代表構成員　　事業者名   　　　　　　　　                              

　　　　　　　　　代表者名    　　　　　　　　　　　                     印 


事業者名    　　　　　　　　　　　　　　                  

　　　　　　　　　代表者名    　　　　　　　　　        　　　　         印 


事業者名    　　　　　　　　　　　　　　                  

　　　　　　　　　代表者名    　　　　　　　　　        　　　　         印 




